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リデュース・リユースの取組の強化について 

 

１．循環型社会の形成に係るこれまでの取組 

○ 廃棄物の処理については、高度成長期における家庭からの粗大ごみやプラスチ

ック廃棄物、事業者の生産活動による産業廃棄物の増大に対応するため、昭和45

年に廃棄物処理法が制定され、一般廃棄物は市町村の責任において、産業廃棄物

は事業者の責任において処理する法的枠組みが構築された。 

○ その後、廃棄物処理法に基づく各種基準の策定・改正や廃棄物処理施設に対す

る助成等を通じ廃棄物処理対策の推進強化が図られたが、廃棄物排出量は一層増

大し、不法投棄問題も深刻化するとともに、周辺住民の反対により廃棄物焼却施

設・最終処分場の建設は困難化していった。 

○ こうした状況に対し、平成3年以降、排出事業者責任の徹底や産業廃棄物処理

業者の適正化等の観点から累次に渡り廃棄物処理法を改正するとともに、廃棄物

最終処分場の逼迫を解決する等の観点から、容器包装リサイクル法を始め、廃家

電、建設廃棄物、食品廃棄物、使用済自動車について、個別リサイクル法が制定

された。こうした制度改正により、廃棄物の適正処理やリサイクルによる減量化

が促進されている。 

○ これらに並行して、平成 12 年に循環型社会形成推進基本法が制定された。同

法においては、環境負荷低減の観点から、第一に発生抑制（リデュース）、第二

に再使用（リユース）、第三に再生利用（リサイクル）、第四に熱回収、最後に適

正処分という優先順位で取り組むべきこととされている。 

○ この循環型社会形成推進基本法の基本原則を踏まえ、平成 18 年の容器包装リ

サイクル法の改正により、容器包装廃棄物排出抑制推進員の委嘱や事業者に対す

る容器包装廃棄物の排出抑制を促進するための措置を導入した。容器包装に関し

ては、同法の制定後、市町村における分別収集が着実に実施されており、容器包

装プラスチックについて既に国民の6割が分別収集に協力しているなど、国民の

環境問題に対する認識と協力も高まってきており、リデュース・リユースの取組

を促進するための素地も整ってきている。 

○ 加えて、平成 19 年の食品リサイクル法改正により事業者の再生利用等の取組

を強化するための定期報告制度を導入するとともに、今後業種別の食品循環資源

の発生抑制目標を設定することとしている。また、家電リサイクル制度について

も、元々、リユースする場合にはリサイクル義務が免除されるというリユース促

進の仕組みが組み込まれているところであるが、さらに、制度見直しの報告書を

踏まえ、中古家電のリユース・リサイクル仕分けガイドラインの策定作業が進め

られているところであり、様々な分野においてリデュース・リユースの促進に向

けた施策が進められつつある。 

○ これまで適正処分とリサイクルを中心として行われてきた循環型社会形成の

ための施策について、今後は、リデュース・リユースの促進にもより一層大きな

力点を置きつつ実施していく必要がある。 

 



 

２．リデュース・リユースの取組の強化に向けた具体的な施策 

（１）容器包装に係るリデュース・リユースの促進 

  ①改正容器包装リサイクル法による取組の強化 

    容器包装リサイクル法改正により、環境負荷の少ないライフスタイルの提

案・実践を促す容器包装廃棄物排出抑制推進員制度（愛称：３Ｒ推進マイスタ

ー）を創設したのを始め、小売業等に対する排出抑制に向けたガイドラインの

策定、容器包装多量利用事業者に対する排出抑制に向けた取組状況の報告義務

付け等により、消費者・事業者双方の容器包装に係るリデュースの取組を促進

している。 

②レジ袋削減に係る国内外の取組強化 

    レジ袋の削減に関しては、有料化や関係者間の自主協定等により、地域の実

情を踏まえた地域ぐるみの取組が積極的に進められている。 

    また、Ｇ８環境大臣会合において、レジ袋等の使い捨て製品の削減を含めた

「神戸３Ｒ行動計画」にＧ８各国が合意し、特にレジ袋削減については、日中

韓三カ国が連携して対策を講じ、アジアや世界の国々に同様の取組を呼びかけ

ることとなった。 

  ③ペットボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジット等の循環的な利用

に関する研究会 

    ペットボトルを始めとした容器包装について、特にリユースの促進やデポジ

ット等の活用による循環的利用の促進に係る検討を本年３月から開始した。 
 
（２）使用済家電の適正なリユースの促進に向けたリサイクル・リユース仕分けガイ

ドラインの策定 

家電リサイクル制度の見直しに係る中央環境審議会・産業構造審議会の合同会

合において取りまとめられた報告書の内容を踏まえ、使用済家電の適正なリユー

スを促進するため、小売業者等がリサイクルとリユースの仕分けの際に目安とで

きるようなガイドラインの策定について、専門委員会において検討を進めている。 
 
（３）食品リサイクル法に係る発生抑制に向けた取組 

   平成 19 年の食品リサイクル法改正を踏まえ、判断基準省令において食品関連

事業者ごとの発生抑制目標を今後設定するなど、食品廃棄物のリデュースに向け

た取組を推進している。 
 
（４）リデュース・リユース重視の国民運動の展開 

  国民生活におけるリデュース・リユースの動きを着実に展開するため、シンポジ

ウムの開催やWEBマガジン「Re-Style」等各種メディアの活用に努めるとともに、

リユースカップ導入実証試験やリペア普及促進実態調査、マイ箸の利用促進等の

取組を実施している。 



②②事業者に対する排出抑制を促進するための措置事業者に対する排出抑制を促進するための措置

①容器包装廃棄物排出抑制推進員制度
（愛称：３Ｒ推進マイスター）

 環境負荷の少ないライフスタイルを提案し、その実践を
促す活動を全国的に行っている17人の著名人等を、第１陣
として平成19年５月に環境大臣が委嘱。
さらに、地域のオピニオンリーダー計52人を10月に委嘱。

１．改正容器包装リサイクル法に基づく措置１．改正容器包装リサイクル法に基づく措置１．改正容器包装リサイクル法に基づく措置１．改正容器包装リサイクル法に基づく措置

「３Ｒ推進マイスター」と若林前大臣
（平成19年5月）

土屋前副大臣の出席の下、杉並区と
サミット（株）、地元協議会がレジ
袋の有料化に関する協定を締結（平
成18年10月）

 容器包装を多量に利用する事業者に対し、取組状況の報告を
義務付け、取組が著しく不十分な場合は勧告・公表・命令を行
う措置を導入

 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するため、小売業者に対
し排出の抑制に向けたガイドラインを国が設定

（年間使用量50トン以上の事業者が対象）

・目標の設定
・容器包装の使用の合理化
（容器包装の有料化、容器包装を使用しないように誘引するためのポ
イント等の提供、マイバッグ等の提供、容器包装の使用に関する声
掛け等による消費者の排出の抑制の促進など） 等

容器包装の３Ｒに向けた取組の促進容器包装の３Ｒに向けた取組の促進容器包装の３Ｒに向けた取組の促進容器包装の３Ｒに向けた取組の促進



２．環境省と事業者との自主協定２．環境省と事業者との自主協定

３．３Ｒ普及啓発キャンペーンの実施３．３Ｒ普及啓発キャンペーンの実施

①３Ｒ推進モデル事業

 優良小売店・製造事業者の評価やマイバッグ運動
などの優良事例を表彰する制度

 平成19年度は製品部門、小売店部門、地域の連携
部門併せて11件が受賞

②３Ｒ推進環境大臣表彰制度

 レジ袋の有料化に向けた地域協定や、自治体による
リターナブルびんの分別収集など、先進的かつ全国展
開可能な事業をモデル事業として支援

 我が国初となる容器包装廃棄物の３Ｒの推進に
向けた取組に関する自主協定を、先進的取組を行
うローソン、モスフードサービス、イオンと環境
省が締結

若林前大臣とイオンの
岡田社長が協定に調印
（平成19年４月）

平成19年度３Ｒ推進環境大臣賞受賞者発表会の様子
（平成19年10月）

③わたしがつくったマイバッグ環境大臣賞

 レジ袋等の削減のため、買い物に行く際のマイバッグ持参運動の推進

④「もったいないふろしき」キャンペーン

 大臣が先頭に立ち、「もったいないふろしき」を用いたキャンペーンの展開 もったいないふろしき



 

 

自治体の関与 

レジ袋削減に係る地域ぐるみの取組状況について 

改正容器包装リサイクル法の施行から1年を経過したことを契機に、地方自治体の協力を得て、

地域ぐるみの取組状況を、初めて全国レベルで取りまとめたもの（20年4月1日現在）。 

1. 結果 

○ レジ袋の有料化の他、地域通貨制（エコマネー）、地域ポイント制など、地域実情を踏まえて、

様々な削減の取組が全国的に広がっていることを確認。 

○ 特に、住民、事業者及び地元の自治体が自主協定などを締結して、地域全体で連携・協働し

た取組を行っている地域では、盛り上がりをみせているのが特徴。 

○ 全国28 自治体で有料化を実施。杉並区では条例を制定。25 自治体で自主協定を締結（年内

に40を超過すると予想。有料化に伴い、マイバッグ持参率(レジ袋辞退率)が大幅に向上。） 

○ 有料化以外の手法でも、地域通貨制（エコマネー）、地域ポイント制による多数の住民や小売

店舗などが参加し、全国で3,600万枚以上と大きな削減効果を上げていることを確認。 

2. 今後の展開 

引き続き、３Ｒ推進マイスターによる普及啓発活動、３Ｒ推進モデル事業の実施、環境大臣表

彰などを通じて、地域特性を活かした取組が全国で進むことを期待。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体による 

条例化 
自主協定の締結 

自治体からの 

協力要請 

1 自治体 

（杉並区） 

現在25 自治体 

（京都市、名古屋市、富山県等） 

※19 自治体が協定による有料

化実施予定又は調整中 

２自治体 

（佐渡市、浜中町） 

   

地域通貨（エコマネ

ー）制の導入 
地域ポイント制の導入 

自主協定に基づく主

体的取組の促進 

1 自治体 

（大分県） 

11 自治体（地域） 

（名古屋市、北九州市、 

三重県桑員地域等） 

４自治体 

（石川県、秋田県、 

千葉市、小松市） 

レジ袋の有料

化の手法 

大 

レジ袋の有

料化以外の

手法 

事

業

者

の

取

組 

小 

全域での事業者、市町村の取組支援（愛知県、兵庫県、神奈川県、鳥取県） 

図1 レジ袋の有料化に伴うマイバッグ持参率（又はレジ

袋辞退率）の推移 

図２ 地域通貨（エコマネー）制、地域ポイント制の導入

によるレジ袋削減状況 



 

ペットボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジット等 
の循環的な利用に関する研究会について 

 
 
１．設置の趣旨 
○ 循環型社会形成推進基本法においては、環境負荷低減の観点から、第一に

発生抑制、第二にリユース、第三にリサイクル、第四に熱回収、最後に適正

処分という優先順位で取り組むべきこととされている。 
○ ペットボトルを始めとした容器包装廃棄物は家庭ごみの６割（容積比）を

占める。これらの容器包装廃棄物については、容器包装リサイクル法に基づ

き、市町村が分別収集した容器包装廃棄物を事業者がリサイクルすることを

基本として施策が講じられてきた。同法の平成 18 年改正により、容器包装
廃棄物の排出抑制を図るため、小売業者に対する指導、助言、勧告等の措置

や、容器包装廃棄物排出抑制推進員による消費者への普及啓発等の措置が導

入されたところであるが、今後は、こうした流れを加速させ、循環型形成推

進基本法の理念に沿って、環境負荷の低減をより一層図っていく必要がある。 
 ○ こうした観点から、本研究会においては、ペットボトルを始めとした容器

包装について、特にリユースの促進やデポジット等の活用による循環的な利

用の促進について検討する。 
 
２．本研究会の検討事項 
  本研究会は、ペットボトルを始めとする容器包装のリユースやデポジット等

による循環的な利用に関して、例えば以下のような事項について検討を行う。 
 ①リユース・リサイクルの環境負荷の比較 
 ②容器のリユースに対する消費者の受容性や経済性 
 ③リターナブル容器の選択と回収を確保するための方策その他の社会システム

の在り方 
 ④リターナブル容器の販売・回収・運搬・保管・洗浄 
 ⑤リターナブル容器の食品衛生の観点からの安全性と商品としての品質 
 ⑥リユース・デポジットの取組事例等の調査・整理 
 ⑦実証実験の実施 
 ⑧ペットボトルを始めとする容器包装のリユースやデポジット等の循環的利用

に関する今後の施策のあり方                    等 
 



３．これまでの検討状況 

 ①３月７日  
  ○ペットボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジット等の循環的利

用に関して考えられる論点について 
   ・研究会として議論すべき論点について意見交換 
 
 ②３月25日 
  ○ペットボトルリサイクル推進協議会のヒアリング 
   ・諸外国におけるリターナブルペットボトルに関する法規制や動向、食品

衛生などリターナブルペットボトルに係る技術的な課題等についてヒア

リング 
  ○パルシステム生活協同組合連合会のヒアリング 
   ・ペットボトルリユースに関する実証実験の結果と今後の取組についてヒ

アリング 
 
 ③4月 21日 
  ○ガラスびんリサイクル促進協議会のヒアリング 
   ・リターナブルびんの現状、減少の背景、リターナブルびん促進のための

取組・施策の方向性についてヒアリング 
  ○ペットボトルの回収を促進するための社会システムの在り方に関する論点 
   ・規格の統一や表示、普及啓発、デポジット等のリターナブルペットボト

ルの回収を促進するための方策、リターナブルペットボトルの回収ルー

ト等について意見交換 
 
４．今後 

 ○ドイツにおけるペットボトルリユースの状況等の視察（６月15日～20日） 
 ○ペットボトルのリユースに係る実証実験の実施 
 ○夏以降、ガラスびんなど、ペットボトル以外のリユース促進策についても議

論 
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特定家庭用機器のリユースとリサイクルのための適正引取・引渡に関する 

専門委員会の審議経過 

 
 

（背景） 

平成 10 年６月に制定された家電リサイクル法は、附則第３条において、施行後５年を経過

した場合の見直しが規定されている。これを受け、平成 18 年６月に中央環境審議会廃棄物・

リサイクル部会に家電リサイクル制度評価検討小委員会（委員長：細田衛士 慶応義塾大学経済

学部教授）を置き、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサ

イクルワーキンググループとの合同会合において、必要な審議を頂き、本年２月に報告書が取

りまとめられた。 
本報告書において、小売業者が引き取った排出家電の適正な引き渡しを徹底する一方で、循

環型社会形成推進基本法を踏まえ、リユース流通が適正な場合には、その促進を行うべきとの

指摘がある。このため、小売業者の引取り・引渡しに関するチェック体制の強化及びリサイク

ル・リユースの仕分けガイドラインの策定に取り組むことが必要と指摘されている。 
これを受け、環境省では、本年２月に中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会に「特定家庭

用機器のリユースとリサイクルのための適正引取・引渡に関する専門委員会」（委員長：細田衛

士 慶応義塾大学経済学部教授）を設置し、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員

会電気・電子機器リサイクルワーキンググループ家電リサイクル制度に関するリユース等適正

排出促進手法検討会との合同会合において、必要な審議を頂いている。 
 
 
（審議経過） 

20年２月26日  特定家庭用機器のリユースとリサイクルのための適正引取・引渡に関

する専門委員会設置 

 

３月18日  第１回合同会合 

小売業者による排出家電引取・引渡に係るチェック体制の強化及び

リサイクル・リユース仕分けガイドラインの論点について審議 

 

４月 8日  第２回合同会合 

小売業者からのヒアリングを行い、リサイクル・リユース仕分けガ

イドラインについて審議 

 

４月 18日  第３回合同会合 

中古品事業者からのヒアリング 

 

５月 29日  第４回合同会合 

リユースガイドラインについて審議 



食品関連事業者の再生利用等実施率が、毎年度、食品関連事業者ごとに設定された
当年度の基準実施率を上回ること。

当年度基準実施率＝前年度の基準実施率＋前年度基準実施率に応じた増加率（Ａ）

増加率（Ａ）＝ ※平成19年度の基準実施率は、平成19年度再生利用等
実施率とする。

※平成19年度再生利用等実施率が20％未満の場合は、
20％として基準実施率を計算する。

前 年 度 の 再 生 利 用 等 実 施 率 区 分 増 加 率

20％ 以 上 40％ 未 満 4%
40％ 以 上 60％ 未 満 3%
60％ 以 上 80％ 未 満 2%
80％ 以 上 1%

基本方針に定められた目標値を達成するため、食品関連事業者は以下の措置を講じる。

判 断 基 準 省 令 に 規 定 食品関連事業者が達成すべき目標値

①食品関連事業者ごとの発生抑制目標

発生原単位が、主務大臣が定める期間ごとに、主務大臣が定める業種・業態ごとの基準発生原単位を下回ること。

発生原単位＝
売上高・製造数量等

発生量

※分母は、食品廃棄物等発生量と密接な関係を有する数値を想定。

②食品関連事業者ごとの再生利用等実施率目標

食品関連事業者の再生利用等実施率が、毎年度、食品関連事業者ごとに設定された
当年度の基準実施率を上回ること。

基準実施率＝前年度の基準実施率＋前年度基準実施率に応じた増加ポイント（Ａ）
（但し、平成19年度の基準実施率は、平成19年度再生利用等実施率（実績）とする。）

増加ポイント（Ａ）＝

※平成19年度再生利用等実施率が20％
未満の場合は、20％として基準実施率
を計算する。

平成２４年度までに、業種別に下記実施率目標を達成することを目標とする。

○食品製造業 ８５% (８１%) ○食品小売業 ４５% (３１%）

○食品卸売業 ７０% (６１%) ○外食産業 ４０% (２１%) ※（ ）内はＨ１７年度統計実績。

基 本 方 針 に 規 定 業種別の全体の目標値

業種別再生利用等実施率目標（重量ベース）

目標値は、個々の事業者の取組が計画どおり進んだ場合に、達成される水準として設定。

再生利用等実施率
当年度における発生抑制の実施量＋発生量

当年度における発生抑制の実施量＋再生利用の実施量＋熱回収の実施量×0.95(※)＋減量実施量

※熱回収の実施量については、熱回収省令に定める『熱回収の基準』を満たす場合のみ算入可能。

また、食品廃棄物の残さ（灰分に相当）率が５％程度であり、この部分は利用できないことを考慮し、0.95を乗じる。

＝

前年度の基準実施率区分 増加ポイント

20％以上50％未満 2%
50％以上80％未満 1%
80％以上 維持向上

新たな食品循環資源の再生利用等実施率の目標について



（新）新循環基本計画の策定を受けた3Rの国民運動の展開

２０百万円（０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室

１．事業の概要

循環型社会を形成するためには、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイク

ル）の推進が重要である。

そのうちリサイクルについては、各種個別法が制定され取組が行われてい

るが、廃棄物の発生を抑制するリデュースや、追加する消費エネルギーや環

境汚染が少ないことからリサイクルより優先されるリユースの取組をさらに

推進していくことが必要である。

来春、策定予定である新循環基本計画においては、リデュース・リユース

に関する取組の強化が求められる可能性が高くなっている。

最近、レジ袋の削減など各種リデュースの取組については進展しつつある

が、リペアやリユース食器の導入については十分に取り組まれているとはい

えないことから、その対応を補うために「もったいない」の気持ちを活かし

ながら、国民１人１人のライフスタイルの変革を進めるための国民運動を展

開していく。

２．事業計画

・リデュース・リユースにつながる「リペア」（修繕等のサービスのみ）

の取組については、その全体像が明らかではない。今後リペアの振興施

策を検討していくために、まず、その全体像・課題・政策として支援可

能な対象を整理する。

・リユース食器の導入実績が乏しい大都市圏を重点的に、大きな効果が見

込まれる大規模イベントにおいて、リユース食器の導入実証試験を実施

する。

３．施策の効果

循環型社会の形成に向けて、国民に３Ｒの推進を身近な問題としてとらえ

てもらうことで、リデュース・リユースの取組を強化し、使い捨てに対する

消費者の意識を変化させ天然資源の消費を押さえることで、環境への意識を

高めるきっかけになり、最終的には一般廃棄物の減量につながることになる。

４．備考

予算額 ２０，１０４千円

（内訳）

リペア普及促進実態調査 ７，８４２千円

ﾘﾕｰｽｶｯﾌﾟ導入実証試験調査 １２，２６２千円





<新循環基本計画>
・平成20年3月閣議決定

・リデュース・リユース
の取組強化

・「もったいない」の広が
り

・ライフスタイルの変革

・大都市圏を重点にリユー
ス食器導入実証試験、セミ
ナー開催

・リデュース、リユースにつ
ながる「リペア」の全体像、
課題の把握

・循環教育

・メディアを使った広報

３Ｒの国民運動への展開

背景 具体的事業

目標

新循環基本計画の策定を受けた３Ｒの国民運動の展開
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